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1. はじめに 

今日までに，目標信頼性はどのようにして定めるべ

きかという議論は数多くなされてきた．しかし，この問

題に対し，我々は確信のある答えを持っていないのが

現状である．このような状況の中，2015 年に発行され

た改訂版 ISO23941)では，付属書 G 目標信頼性を定める

にあたり，人命安全の最適化と規範という項目が追加

されている．これは今までの ISO2394 の中で論じられ

てこなかった新しい内容である．具体的には，その国の

1 人当たりの GDP などの社会的な指標も構造物のもつ

信頼性指標βに反映させようということである． 

現在の日本は，公共事業ばかりに多くの費用をかけ

られる訳ではない上に，耐用年数を超える構造物が多

くある状況である．しかし，目標信頼性の定め方により，

建設コストの削減や，構造物の維持管理が効率的に行

えるようになる可能性がある． 

そこで，本研究では 2015 年版の ISO2394 に示されて

いる新たな概念に基づいて目標信頼性を設定し，設計

を行う．そして，既存の方法で目標信頼性を設定し設計

を行うことに比べてどのような違いが生じるのかを示

す．また，信頼性指標βと GDP などの社会的指標との

関係性を見出すことや，GDP が比較的高くない国が地

震による被害を受ける可能性がある場合，どのように

目標信頼性βを定めるべきか調べることを目的とする． 
 

2. 研究方法  

当研究室では 1998 年版の ISO2394 2)に基づいて目標

信頼性を定め，ボックスカルバートを対象に信頼性設

計を行った事例を 2005 年に発表している 3)． 

本研究では 2015年版の ISO2394に示されている方法

で目標信頼性βを算出し，内空高さと板厚，鉄筋の径を

変化させた場合の最小βを求める．また地震力の算出方

法については，先行研究では震度法を用いているが，本

研究ではより地震力の影響を考慮した耐震設計を行え

るようにするため，応答変位法を用いて算出した．そし

て，先行研究で提案されている設計案と本研究での設

計案を比較する． 
 

3. 設計方法 

3.1 対象構造物 

対象とする構造物は先行研究と同じく一連のボック

スカルバートとする． 
 

3.2 考慮する荷重 

考慮する荷重は、頂版，底板，側板の死荷重，鉛直土

圧，水平土圧，上載荷重，上載荷重による水平方向荷重，

地震力の 6 種類とする． 
 

3.3 応答変位法 

地震力 f は応答変位法を用いて算出する．地中構造物

のように地盤の動きに構造物の動きが依存する場合， 

地盤各部の相対変位に応じて構造物に外力が作用す

ることになる．この相対変位を,地盤ばねを介して構造

物に静的に作用させる方法が応答変位法である 4)．ここ

では地震力として，水平荷重 P(z)，周面せん断力 τ，慣

性力 Pi を考慮する． 

3.4 限界状態設計法 

本研究では，ISO2394 に基づき，限界状態設計法を用

いて設計を行う．検討する限界状態は，曲げ破壊による

終局限界状態とする．設定した内空高さ，板厚，鉄筋の

直径をもとに断面内の 10 カ所の照査位置における曲げ

耐力Muと発生曲げモーメントMiを算出し，式(1) の限

界状態関数に代入する． 
 

     g(x) = Mu − Mi          (1) 
 

 

4. 信頼性指標βについて 

4.1 最小β 

断面照査位置ごとに式(1)のg(x)の標準偏差と分散を

求めて信頼性βを求めた．これらの照査位置の中で最も

小さいβをそのボックスカルバートの信頼性とする．ま

た，また，最小βが 3.1，3.7，4.2 になるように設計した

際の板厚 t とコストを表-1 に示す．コストは建設物価

2016 年 7 月号 5)を参考に算出した．この際のボックス

カルバートの高さ H は 3.0m で D38 の鉄筋を頂板底板

ともに 6 本ずつ使用している． 

4.2. LQI に基づく目標信頼性β 

2015 年版 ISO2394/G.4.2 3)によると社会的な支払意思

額(SWTP)と統計的人命価値(SVSL)はそれぞれ式(2)と

式(3)で表わされる． 
 

              SWTP =
𝑔

𝑞

𝑑𝑒𝑑

𝑒𝑑
≈

𝑔

𝑞
𝐶𝑥𝑑𝑚 = 𝐺𝑥𝑑𝑚       (2) 

                                  SVSL =
𝑔

𝑞
𝑒𝑑                                     (3) 

 

𝑔:国民 1 人当たりの GDP 

𝑞:消費のための利用可能な資源と健康的な生活時間

の価値との間のトレードオフの尺度 

𝑒𝑑:平均年齢から平均余命をひいた値 

𝑚:死亡率 

表-1  それぞれのβに対する板厚 t とコスト 

 

 信頼性 3.1 3.7 4.2

板厚t[m] 0.57 0.61 0.65

コスト ¥152,653 ¥162,885 ¥173,285

キーワード：ISO2394，信頼性指標，LQI 
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ここで，死亡率𝑚の低下タイプは，人命リスク低減の

ために施した対策の効果が年齢層によって異なる

π タイプと，年齢層によらず一定の∆タイプに分けるこ

とができる．式(2)から分かるように，社会的支払意思額

(SWTP)はどちらの死亡率𝑚の低下タイプを選択するか

によって異なる値をとる．今回は，地下構造物における

耐震性を考慮した設計を対象にしているため∆タイプ

の SWTP を用いて計算を行う． 

2015 年版 ISO2394 の付属書 G には，ある値K1によっ 

て目標信頼性βは表-2 のように分類されると書かれて

いる．また，K1は式(4)で表わされる． 
 

  −
𝑑𝑃𝑓(𝑝)

𝑑𝑝
≤  

𝐶1(𝛾𝑠 + 𝜔)

𝑔 𝑞⁄ ∙ 𝐶𝑥 ∙ 𝑁𝐹
=  

𝐶1(𝛾𝑠 + 𝜔)

𝐺𝑥 ∙ 𝑁𝐹
= 𝐾1           (4) 

 

 

C1:考慮された安全対策に関する限界コスト 

γs: 社会的割引率 

ω:劣化の年率 

Gx:社会的支払意思額 

NF:構造的欠陥による死亡者数の期待値 
 

この式(4)に数字を当てはめてK1を計算する．現在の日

本ではγs=4%， ω=2%，G∆=1812000 ドルが適用できる

と考える．G∆は，付属書 G の Table G.2 を参照した．C1

とNFについては，対象の構造物がどのような目的のも

のであるかによって大きく異なるため，表-3 のように

12 通りに場合分けして LQI に基づく目標信頼性βを求

めた．また，C1を直接知ることは困難なため，初期コス

トC0との比を用いている．C0は表-1 で算出したコスト

を用いた． 

また，GDP や SWTP が異なることが，LQI に基づく

目標信頼性βにどのような影響を与えるか調べるため

に，モザンピークにおける LQI に基づく目標信頼性βを

算出した．この結果を表-4に示す．表-3と表-4におけ

る 3.1↓は，計算の結果得られたK1が10−2よりも大きく

なってしまい，表-2の範囲からはずれるが LQI に基づ

く目標信頼性βは 3.1 よりも低くなることが予想される

ということを示している． 
 

5．考察 

表-1より，信頼性βを 3.1 から 3.7 に，3.7 から 4.2 に

上げるのにかかるコストはそれぞれ 10,232 円と 10,400

円となった．これは信頼性βが 3.1，3.7 となるようにボ

ックスカルバートを建設したときにかかる初期コスト

の約 7%程度であることが分かった． 

例えば，表-4のC1/C0が 0.1 と比較的大きい場合，NF

が 10人だったとしても LQIに基づく目標信頼性βは 3.1

となっている．しかし，ボックスカルバートは線状構造

物であり，1 ヶ所の破壊が構造物全体に致命的なダメー

ジを与えてしまう可能性のある直列システムであるた

め，初期コストの 1 割未満のコストを上乗せするだけ

でレベル 2 地震動に対しても破壊確率を 10 分の 1 にで

きるとなると，信頼性を高くすることは有効であると

考える． 

表-4に示したモザンビークにおける LQI に基づく目

標信頼性βは日本よりも 1 人あたり GDP，SWTP が低い

ため，全体的に目標信頼性も低くなっている．ここでは，

モザンビークを用いているが，表-4 はモザンビークと

同等の経済規模の国における目標信頼性βを表わして

いると考える．例えば，発展途上国に多く見られる，モ

ザンビークと同等の経済規模の国が日本と同じような

地震による被害を多く受ける国であるとしたら，この

様な信頼性を目標に構造物を作った場合，甚大な被害 

を受ける可能性がある． 

しかし，今回の計算結果から分かるように一割未満

のコストアップで 3.1 から 3.7 に，3.7 から 4.2 に出来る

となると，地震による被害を受け易い発展途上国なら

ば，LQI に基づく信頼性よりも信頼性を高く設定するこ

とは妥当と言えるのではないかと考える． 
 

6．おわりに 

 今後の課題としては，LQI に関する理解を深めること

や，直列システムの保たれるべき信頼性について調べ，

表-3や表-4の目標信頼性が妥当であるか検討する必要

がある． 
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表-2     LQI に基づく目標信頼性 

 

表-3   LQI に基づく目標信頼性β(日本) 

 

 
 𝐶1/𝐶0 

0.001 0.01 0.1

0.1 3.1 3.1↓ 3.1↓

1 3.7 3.1 3.1↓

10 4.2 3.7 3.1

100 4.2↑ 4.2 3.7

GDP:31464ドル,SWTP:1812000ドル

表-4 LQI に基づく目標信頼性β(モザンビーク) 

 

 
 𝐶1/𝐶0 

0.001 0.01 0.1

0.1 3.1↓ 3.1↓ 3.1↓

1 3.1↓ 3.1↓ 3.1↓

10 3.1 3.1↓ 3.1↓

100 3.7 3.1 3.1↓

GDP:774ドル,SWTP:43000ドル
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